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背景・目的

近年、大規模な自然災害が全国各地で頻発しています。加えて、今般の新型コロナウ
イルス感染症感染などの自然災害以外のリスクも顕在化しています。こうした自然災害
や感染症拡大の影響は、個々の事業者の経営だけでなく、我が国のサプライチェーン全
体にも大きな影響を及ぼすおそれがあります。
このため、中小企業庁は、中小企業の自然災害等に対する事前対策（防災・減災対

策）を促進するため、第198回通常国会に「中小企業の事業活動の継続に資するための中
小企業等経営強化法等の一部を改正する法律（以下、中小企業強靱化法という）」を提
出し、国会審議を経て、令和元年5月29日に成立し、7月16日に施行されました。
中小企業強靱化法において、防災・減災に取り組む中小企業がその取組を「事業継続

力強化計画」としてとりまとめ、国が認定する制度を創設しました。
また、10月1日から感染症対策に関する事業継続力強化計画の認定もスタートしていま

す。
【活用】
中小企業といえども事業継続について、改めて考える機会にし、備えて実行してもらい

たい。
ものづくり補助金の加点措置も重要ですが、根底にある自社の事業継続に関して模索す

る機会にしましょう。
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１.事業継続力強化計画とは

一言でいえば、緊急時に会社を守るための取り組み。

自然災害等の緊急事態が発生した際に、自社の従業員や機械設備など

を災害等から守り、事業を継続するための取り組みを整理したものが

「事業継続力強化計画」

何かあった時に焦らずに落ち着いて対応できるという体制を作ってお

くことで、事業をスムーズに復旧させることができるようになります。
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２．計画書よりも能力強化を重視

事業継続力強化計画では、「事業を継続するための力（ちから）を高める」こ

とを重視。したがって、自社に保存するための計画を策定するというような

計画書づくりといった観点ではなく、

何かあった時にすぐに行動を起こせる実効性に重きが

置かれているのが最大の特徴。
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３．内容はシンプル

緊急時に実際に役立てることができる実効性を重視し、5つのステップ（大項目）に絞り込んだ内容と

なっています。事業継続力を強化する目的を明確にしたうえで、ハザードマップを用いて自社所在地

のリスクを事前に確認し、それに基づいて自社の経営資源がどのような影響を受けるのか、事前に

どのような対策を行っておけばよいのか、どのような体制で進めていくのか、という流れで整理してい

きます。

経営資源に着目して事業継続を図ることが特徴といえます。

平時において事前に対策を行っておき、緊急時の初動対応を明確化しておくことは、いざとなった時

にたいへん有益であるといえます。



6 ４．経済産業大臣による認定制度

事業継続力強化計画は、2019年7月16日より施行された中小企業強靭化

法に基づくもので、自社の取り組みを計画にとりまとめ、申請することで国

（経済産業大臣）から認定を受けることができます。

認定を受けた企業・事業者には認定書が交付され、国（中小企業庁）のホー

ムページで公表されます。



7 ５．国からの支援を受けられる

事業継続力強化計画の認定を受けると、国からさまざまな支援を受けることがで

きるようになっています。

支援は大きく3つに分けられ、事前対策に必要な設備を購入する際に受けること

ができる税制優遇、計画の取り組みにおいて必要な資金を低利で調達すること

ができる金融支援、ものづくり補助金などの加点対象となる予算支援があります。

もちろん、これらの支援策は必ずしも活用する必要はありません。



8 ６．策定方法
自社だけで策定することができるようになっています。

中小企業庁のホームページに、「事業継続力強化計画策定の手引き」という資
料があります。ページ数は80頁程度とボリュームがありますが、制度の趣旨や
策定の流れなどが非常に分かりやすく記載されています。

自然災害等への対策を初めて検討する事業者でも、手引きに沿いながら順を
追って策定していけば、最終的に計画を完成させることができます。

最終的に出来上がる計画書はA4用紙で4～5枚程度の分量です。

そのまま申請書になりますので、完成後に認定申請を行うことができます。

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/antei/bousai/keizokuryoku.htm
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７．認定企業に活用いただけるロゴマーク

事業継続力強化計画の認定を受けた企業は、
認定ロゴマークを使用することができるよう
になります。認定ロゴマークは、ホームペー
ジなどインターネット上での情報発信に用い
ることで、信頼性を訴求することができると
いえます。

また、名刺や企業パンフレットなど営業
ツールにも使用することができます。珍しさ
も手伝って商談のアイスブレイクなどに使え
るでしょう。



８．申請書の具体的記載方法について
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よくあるご質問
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１．申請書表紙

□正しい様式を用いている。（単独型：様式第２０ 連携型：様式第２２）

（変更申請の場合 単独型：様式第２１ 連携型：様式第２３）

□宛名が「関東経済産業局長」宛てになっている。

□住所、名称、代表者の役職及び氏名が正しく記載されている。実印は不要です。

２．名称等

□事業者の氏名又は名称、フリガナが記載されている。

□代表者の役職及び氏名が記載されている。

□資本金又は出資の額が記載されている。（個人事業主の場合、空欄でも可）

□常時使用する従業員の数が記載されている。

□中小企業等経営強化法に規定する中小企業者である。

□法人番号及び設立年月日が記載されている（法人番号がない場合は無しで可）。
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３．事業継続力強化の目標

□自社の事業活動の概要が記載されている。サプライチェーンでの役割や、地域経済の雇用・経済に係

る申請者の位置づけを記載されていること。

□事業継続力強化に取り組む目的として、「何のために実施するか」が明確に記載されている。

□事業活動を継続するにあたり、必要な拠点についてハザードマップやＪ－ＳＨＩＳ（地震ハザードス

テーション）等の情報を元に、事業活動に影響を与える自然災害等 が１つ以上記載されている。

※全ての自然災害が網羅されることは求めない。

□最も大きな被害が想定される災害を対象として、事業活動に与える影響を検討している。

※必ずしも「最も大きい災害」と言えずとも、数週間～数ヶ月程度、災害の影響が及ぶような甚大な災
害を対象に検討をしていれば差し支えない。

※複数の災害を対象として、検討をすることを妨げるものではない。

□「人（人員）」の観点から、事業に与える影響が記載されている。

□「物（建物・設備・インフラ）」の観点から、事業に与える影響が記載されている。

□「カネ（リスクファイナンス）」の観点から、事業に与える影響が記載されている。

□「情報」の観点から、事業に与える影響が記載されている。
50



４．事業継続力強化の内容

（１）自然災害等が発生した場合における対応手順

□初動対応と事前対策について記載されている。

□従業員の避難の実施についての取組が記載されている。

□従業員の安否確認の実施についての取組が記載されている。

□自然災害発生時における指揮命令体制について記載されている。

□被害状況の把握方法について記載されている。

□被害状況を取引先や商工団体などに対外発信する方法について記載されている。

（２）事業継続力強化に資する対策及び取組

□Ａ，Ｂ、Ｃ、Ｄのうち、１以上について、対策が記載されている。

□現在の取組と今後の計画の両者が記載されている。

□計画上必要な対策について、具体的な手段（どのような設備をどのような目的でどのように活用されるか）が明

示されている。

□税制優遇や日本政策金融公庫からの融資を希望している事業者の場合、「３（２）B事業継続力力強化に資する設

備、機器及び装置の導入」に、導入する設備が事業継続力強化に資する設備等であることが、明確かつ具体的に

記載されている。
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（３）事業継続力強化設備等の種類

□本計画に基づき事業継続力強化設備を導入し、かつ税制優遇を希望している事業者の場合、「（２）の項

目」、「取得年月」、「設備等の名称／型式」、「所在地」、「設備等の種類」、「単価（千円）」、「数

量」、「金額（千円）」への記載がされている。

□「３（３）事業継続力強化設備等の種類」に設備が記載されている場合は、「３（２）事業継続力強化に資

する対策及び取組 B事業継続力強化に資する設備、機器及び装置の導入」に記載があるか、「５事業継続力

強化を実施するために必要な資金の額及び調達方法」に記載があるか確認する。

□設備が記載されている場合、①当該設備、名称／型番が実際に存在するか、②実施要領に記載されている設備と整

合的であるか、③「３（２）事業継続力強化に資する対策及び取組 B事業継続力強化に資する設備、機器及び装

置の導入」に、当該設備が計画の目的に沿った設備であり、防災・減災に資する設備であるのか記載がされている。

□設備が記載されている場合には、建築基準法及び消防法上、設置が義務づけられた設備ではないことを確認する

チェック欄に、チェックが入っている。

（４）関係者の名称や協力内容等

□関係者を記載している場合、「名称」、「住所」、「代表者の氏名」、「協力の内容」の全てについて記載されて
いる。

（５）平時の推進体制の整備等、事業継続力強化の実効性を確保するための取組

□平時の取組推進について、経営層の指揮の下、計画を実施する旨が記載されている。

□年１回以上、訓練を実施する旨が記載されている。

□年１回以上、取組内容の見直しに向けた検討を行う旨が記載されている。 52



５．実施時期

□実施する期間が３年以内である。

６．事業継続力強化を実施するために必要な資金の額及びその調達方法

□日本政策金融公庫の融資を受けて設備導入を予定している場合、前述３(２)Ｂ，Ｃ

の対策として どのような目的で設備導入を行うか具体的に記載されている。

７．その他

□関係法令の遵守事項のチェック欄へ、チェックされている。
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備考
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55 Ａ：サプライチェーンの毀損への対応
顧客への製品供給を継続するために必要な設備投資や製品開発を行うこと

Ｂ：非対面型ビジネスモデルへの転換

非対面・遠隔でサービス提供するためのビジネスモデルへ転換するための
設備、
システム投資を行うこと

Ｃ：テレワーク環境の整備
従業員等がテレワークを実践できるような環境を整備すること
※補助対象期間内に、少なくとも１回以上、テレワークを実施する必要が
あります。
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【「Ａ：サプライチェーンの毀損への対応」の取組事例イメージ】
・外部からの部品調達が困難であるため、内製化するための設備投資

・製品の安定供給を継続するための投資

・コロナの影響により、生産体制を強化するための設備投資

・他社が営業停止になったことに伴い、新たな製品の生産要請に応えるた
めの投資



57 【「Ｂ：非対面型ビジネスモデルへの転換」の取組事例イメージ】
・店舗販売をしている事業者が、新たにＥＣ販売に取り組むための投資

・店舗でサービスを提供している事業者が、新たにＶＲ等を活用してサービ
スを提供するための投資
・有人で窓口対応している事業者が、無人で対応するための設備投資
・有人でレジ対応をしている事業者が、無人で対応するための設備投資

・非対面型・非接触型の接客に移行するために行うキャッシュレス決済端末
の導入
・デリバリーを開始するための設備投資（宅配用バイク等）
・テイクアウト用メニューの試作開発費
・テイクアウトを行うために必要なホームページの改修費
※単に認知度向上のためのホームページ開設は、対象になりません。
・テイクアウトサービスの提供の周知を図るためのポスティング用チラシの
作成費用



58 【「Ｃ：テレワーク環境の整備」の取組事例イメージ】

・ＷＥＢ会議システムの導入

・クラウドサービスの導入



59 ⑭消毒費用
消毒設備（除菌剤の噴霧装置、オゾン発生装置、紫外線照射機等）の購入費、消毒作業の外
注費、消毒液・アルコール液の購入費

⑮マスク費用
マスク・ゴーグル・フェイスシールド・ヘアネットの購入費

⑯清掃費用
清掃作業の外注費、手袋・ゴミ袋・石けん・洗浄剤・漂白剤の購入費

⑰飛沫対策費用
アクリル板・透明ビニールシート・防護スクリーン・フロアマーカーの購入費・施工費

⑱換気費用
換気設備（換気扇、空気洗浄機等）の購入費

⑲その他衛生管理費用
ユニフォームのクリーニング外注費、トイレ用ペーパータオル・使い捨てアメニティ用品の購入費、
従業員指導等のための専門家活用費、体温計・サーモカメラ・キーレスシステム・インターホン・コ
イントレー・携帯型アルコール検知器の購入費


